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廃止措置等に向けた
中長期ロードマップ 

廃止措置等に向けた取組 
研究開発拠点の整備 

 廃炉に関する技術基盤を確立するため、日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）が主体とな
って、①遠隔操作機器・装置の開発実証施設（モックアップ試験施設）、②放射性物質分
析・研究施設の整備・検討が進められている。 

楢葉遠隔技術開発センター 
完成予想図 

試験棟 
研究管理棟 

遠隔操作機器 
実証試験エリア 

PCV下部補修 
実証試験エリア 

格納容器下部の実寸大模
型を設置し、漏えい箇所
を調査・補修するロボッ
トの実証試験や運転員の
訓練等を実施。 

原子炉建屋内を模擬し
た障害物等を設置し、
調査、除染等に必要な
遠隔操作ロボットの実
証試験や運転員の訓練
等を実施。 

安全祈願祭・起工式 
（平成26年9月26日） 

松浦ＪＡＥＡ理事長、高木経産省副大臣、山本文科省政務官、 
浜田復興庁副大臣、村田福島県副知事、松本楢葉町長他（当
時）が出席 

双葉 

大熊 

富岡 

楢葉 

福島第一原子力
発電所 

楢葉南工業団地 

約20km 

浪江 モックアップ試験施設 
放射性物質分析・研究施設 

※建設計画を検討中 

JAEA「楢葉遠隔技術開発センターの概要」より作成 

2012（平成 24）年度補正予算（2013（平成 25）年 2月 26 日成立）において、廃炉
に関する技術基盤を確立するため、①遠隔操作機器・装置の開発実証施設（モックアップ
試験施設）、②放射性物質分析・研究施設の整備費として、850 億円が日本原子力研究開
発機構（JAEA）に出資されました。
モックアップ試験施設については、2013（平成 25）年 5月に、立地地点を楢葉町楢葉
南工業団地内に決定しました。2015（平成 27）年度の運用開始を目指し、2014（平成
26）年 9月から建設工事に着工しました。正式名称は「楢葉遠隔技術開発センター」です。
分析・研究施設については、2014（平成 26）年 6月に、立地候補地を福島第一原子力
発電所の隣接地に決定。着工に向けて建設計画を検討中です。
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建屋カバー 使用済燃料 
プール(SFP) 

原子炉 
格納容器 
(PCV) 

原子炉 
圧力容器 
(RPV) 

燃料 
デブリ 

圧力抑制室 
(S/C) 

注水 

ベント管 

トーラス 
室 

原子炉建屋(R/B) 

1号機 3号機 

 使用済燃料
プールからの
燃料取り出し
に向けてガレ
キ撤去作業を
実施中。 

 2014年12月22日に4号
機使用済燃料プール
内の全ての燃料（1,533
本）の取り出しを完了。 

 

2号機 

注水 

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ 
（閉止完了） 4号機 

注水 

構台 

安全第一 福島第一 
安全第一 福島第一 安全

第一 
福島第一 

安全第一 福島第一 安全第一 福島第一 安全第一 福島第一 

水素
爆発 

 飛散防止対
策を徹底した
上で、2015年
3月からカ
バー解体準
備工事に着
手。  

廃炉に向けた 
取組と進捗 現在の原子炉の状況 

燃料 
溶融 

燃料 
溶融 

燃料 
溶融 

水素
爆発 

水素
爆発 

現在、原子炉は安定的に冷温停止状態に維持されていることから、原子炉建屋から放射
性物質の放出は少なくなっています。
福島第一原子力発電所の建屋上部などで採取された空気を分析し、1～ 4号機の原子
炉建屋から放出されている放射性物質（セシウム）の量を評価したところ、2012（平成
24）年 7月時点で 1時間あたり約 0.1 億ベクレルと、事故当初の 8,000 万分の 1、2011
（平成 23）年 7月と比べても、約 100 分の 1にまで少なくなっています。また、年間の
被ばく量を計算すると、原発敷地境界において 0.03 ミリシーベルト /年と、自然放射線
による年間線量（日本平均 2.10 ミリシーベルト）の 70分の 1程度です。
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